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大同生命中期経営計画
（2022年度～2025年度）
当社は、「法人・個人を一体としたトータルな保障の提供」を通じて中小企業をお守りするとともに、中小企業を取り巻

く社会環境やニーズの変化を捉えた商品・サービスの拡充に取り組んでおります。
引き続き、さまざまなパートナーとの共創を通じ、昨今の大きな環境変化を受けて中小企業が直面するさまざまな課題

（健康増進、事業承継等）にお応えする「期待を超える価値」をお届けしていくことで、日本の経済・家計・雇用を支える中
小企業の成長・発展に一層貢献するとともに「サステナブルな社会の実現」に貢献してまいります。

■中期経営計画 ～“中小企業に信頼されるパートナー”となるために～

一つひとつの中小企業が社会的課題を乗り越えていけるように、「提供価値の進化・拡大」と「“つながる力”
の強化」に取り組み、“中小企業に信頼されるパートナー”として、中小企業とともにより良い未来の実現
を目指します。

期待を超える価値をお届けする“中小企業に信頼されるパートナー”目指す姿

チャレンジ精神と多様性を大切にし、
一人ひとりが強みや個性を活かし活躍できる職場Employee eXperience

お客さまをより深く理解し、お客さまの視点で
新たな価値を創出し続ける企業Digital X-formation

提供価値の進化・拡大

（1）�保障提供の進化
⃝保険機能の本質的向上
⃝未来志向の引受

（2）課題解決への伴走
⃝健康経営の推進支援
⃝社会的課題の解決支援

“つながる力”の強化

（1）営業体制の進化
⃝“お客さま”の再定義
⃝営業チャネルの改革

（2）デジタル接点の創出・拡大
⃝�インサイドセールス体制の高度化

（3）能動的なお客さまサポート
⃝アフターフォローと手続進化

CX
時代を超えても揺るがない

最高の安心
最大の満足
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サステナビリティ推進計画

これまで中小企業とともに歩みを進めてきた当社が、自ら社会的な責任を果たしつつ、中小企業とともに社会課題の解
決に取り組んでいくことを明確化するため、当社におけるサステナビリティ経営の基礎となる「サステナビリティ推進計画」
を2023年3月に策定しました。

中小企業で働く方とそのご家族の人生の豊かさのサポート

当社の強み・らしさ 社会からの期待

中小企業で働く方とそのご家族のウェルビーイングが実現する社会に
貢献する、サステナビリティ経営の先進企業

中小企業全体へのサステナビリティ経営の推進

サステナブル企業像
（2040年）

Ⅰ

中小企業とともに
取り組む領域

（期待される役割）

当社が自ら責任を
果たす領域

（社会的な責任）

Ⅱ

【2階層・6つの取組領域】

経済的な安心 心身の健康
仕事と生活の充実

人財 人権 気候変動

社会とのつながり

自律性を重視した
人財マネジメント
の展開、多様な
人財の個性の発揮

事業にかかわる
すべての

ステークホルダー
の人権の尊重

自社および
取引先を含めた
気候変動への

対応

ESG投資を通じた
持続可能な
社会発展への

貢献

※今後、社会情勢の変化に応じ適宜見直し（例：生物多様性／TNFD対応等）

4つのサステナビリティ
重点テーマ（マテリアリティ）

※グループ共通

1.すべての人の健康
で豊かな暮らしの
実現

2.すべての人が活躍
できる働く場づくり

3.気候変動の緩和と
適応への貢献

4.投資を通じた持続可
能な社会への貢献

〈 2025年に向けたアクションプラン 〉

Ⅰ

当社が自ら責任を
果たす領域

（社会的な責任）

中小企業とともに
取り組む領域

（期待される役割）

Ⅱ

Ⅰ

当社が自ら責任を
果たす領域

（社会的な責任）

中小企業とともに
取り組む領域

（期待される役割）

Ⅱ
■5人生の豊かさのサポート
・中小企業で働く方々の「健康増進」や「学びの場」の提供等、ウェルビーイングに貢献

■6サステナビリティ経営の推進
・中小企業のサステナビリティ経営推進の支援コンテンツ拡充
・大学との共同研究等を通じた中小企業のサステナビリティ経営の見える化

■1人財
・ 新しい研修体系・人事諸制度を通じた働きがいの向上
・健康経営のPDCA強化
・多様性ある働き方・機会の仕組み化

■3気候変動対応
・再エネ導入計画の策定と目標達成
・ 保有不動産の設備更新による省エネルギー化、拠点
毎の排出量の可視化等による自社CO2排出量の削減

■2人権
・ 自社に加え、関連会社・外部委託先における人権尊重
の取組みの促進

■4ESG投資
・�脱炭素化に向けた投融資、建設的な対話を通じた投

融資先のCO2排出量削減

〈 KPIと実績 〉
取組領域 K P I 実績（2022年度）

1人財 働きがい ① 2025年度までに 従業員満足度 4.00pt以上 3.85pt
健康 ② 2025年度までに プレゼンティーイズム 80％以上※1　 78.5％※4

多様性
③ 2025年度までに 女性管理職比率 25％以上 22.9％※4

④ 2025年度までに 男性育児休業取得率 100％ 100％
2人権 人権 ⑤ 2025年度までに 人権デューデリジェンス※2実施率100％（取引先を含む） 100％※4

3 気候変動 
対応

再エネ ⑥ 2030年度までに 自社の使用電力の60％を再生エネルギー化 21.9％※4

CO2排出
⑦ 2025年度までに 自社のCO2排出量を2013年度比で40％削減 40.2％

4ESG投資 ⑧ 2030年度までに 投融資先※3のCO2排出量を2020年度比で40％削減 22.5％
※1  病気やケガがないときに発揮できる仕事の出来を100％として、過去4週間の自身の仕事をアンケート（東大1項目版）により評価
※2  企業が人権に与える影響を特定し、対処するための継続的なプロセス
※3 国内上場企業の株式・社債・融資
※4 「プレゼンティーイズム」「女性管理職比率」「使用電力の再生可能エネルギー比率」は2023年4月実績、「人権デューデリジェンス実施率」は2023年5月実績


